
令和６年能登半島地震を踏まえた対応 

内閣府原子力防災 

地域防災担当 

○令和６年能登半島地震に係る志賀地域における被災状況調査（令和６年４月版）

について（令和６年４月１２日 内閣府（原子力防災担当））

（資料２－１参照） 

　令和６年１月１日に発生した能登半島地震では、道路の寸断や家屋の倒壊など多

数の被害が生じた。志賀原子力発電所における原子力災害は発生しなかったもの

の、志賀地域の原子力災害対策重点区域内のうち石川県における地震による被災

状況（①基本的な避難ルート、②孤立地区の状況、③放射線防護施設の損傷状況）

について、内閣府として調査結果の取りまとめを行った。志賀地域では、今後、今回

の調査結果も踏まえ、検討すべき事項を整理した上で志賀地域の緊急時対応の取

りまとめを行うこととしている。 

なお、原子力発電所の立地地域においては、地域の実情を踏まえ、大規模な自然

災害と原子力災害との「複合災害」を想定して、道路が寸断した場合の避難経路や

家屋が倒壊した場合の防護措置を含め、「緊急時対応」を取りまとめ、あるいは取り

まとめに向けた検討を進めているところ。 

○原子力防災対応の強化について

能登半島地震を踏まえて、これまでの支援はしっかり継続しつつ、屋内退避が継

続できるさらなる環境の整備等、必要な支援内容について、関係自治体の意見も

聞きながら、地域の実情を踏まえて検討を進める方針。 

○原子力災害対策指針及び防災基本計画の修正の方向性

原子力災害対策指針については、原子力規制委員会としては、能登半島地震を

受けて、防護措置の基本的な考え方を変えるものではないことから、見直すことは

ない旨示されている。また、防災基本計画については、能登半島地震に係る災害

対応の検証を踏まえた修正の実施について検討している。 

○今年度の訓練の考え方

通行止め箇所を避難経路上で複数設定、迂回する代替経路を迅速に設定、孤

立箇所を複数設定、家屋倒壊を複数設定するなど、適度な負荷をかけて訓練を実

施することを各自治体において検討してほしい。また、実動訓練にあたっては、一

部箇所で実際に、道路啓開の実施、孤立箇所からの救助や物資の搬入、倒壊した

家屋等から指定避難所等への住民移動なども可能な限り実施に向けて検討してほ

しい。なお、内閣府もシナリオ検討段階から支援する方針。 
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 【Ⅰ 調査の目的】 

 

  令和６年１月１日 16時 10分に発生した能登半島地震では、原子力災害は発生し

なかったものの、原子力災害対策重点区域を含め、特に石川県において、 

・ 多数の道路寸断 

・ 孤立地区の発生 

  ・ 放射線防護施設の損傷 

 が生じた。 

  

  今後、志賀地域原子力防災協議会作業部会（以下「作業部会」という。）での検討

を進めるにあたり、地震の被災状況を確認することが不可欠であり、原子力災害対

策重点区域内（約 30km 圏内）における上記３項目について、今回、石川県におい

て２月下旬から３月中旬にかけて、調査（関係自治体への聞き取り及び現場確認）

を実施した。 

  なお、本資料は現時点における調査結果を取りまとめたものである。 
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【Ⅱ 被災状況調査の体制】 

 

 

第 1 回現地調査 

 

○志賀町、羽咋市、宝達志水町方面 

1．日程 令和６年２月 28 日～29 日 

2．調査地 志賀町、羽咋市、宝達志水町 

3．調査体制 内閣府原子力防災職員（６名）、石川県職員（２名） 

 

 

第２回現地調査 

 

〇輪島市方面 

1．日程 令和６年３月 13 日～14 日 

2．調査地 輪島市 

3．調査体制 内閣府原子力防災職員（３名）、石川県職員（１名） 

 

〇穴水町方面 

1．日程 令和６年３月 13 日～14 日 

2．調査地 穴水町 

3．調査体制 内閣府原子力防災職員（２名）、石川県職員（１名） 

 

〇七尾市方面 

1．日程 令和６年３月 14 日～15 日 

2．調査地 七尾市、中能登町 

3．調査体制 内閣府原子力防災職員（４名）、石川県職員（１名） 
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【Ⅲ 調査結果】 

 

１ 基本的な避難ルート 

石川県の定める石川県避難計画要綱（以下「要綱」という。）においては、基本的

な避難ルート（別添１）が設定されている。今回の調査で、能登地震発生後の原子

力災害対策重点区域（約 30km 圏内）における基本的な避難ルートの通行の可否を

確認することを目的に、同ルートのうち、ＰＡＺ及びＵＰＺ内の一般自動車道につ

いて、地震において実際に交通規制措置（通行止め）（以下「通行止め」という。）

を実施していた区間をＰＡＺ、ＵＰＺ双方で確認するとともに、迂回路※となりう

るルートを現場で確認した。 

 ※通行止めを避けて、避難先に向かう上で、普通自動車での通行を前提に、代替経路となり得る最短経路 

 

（１）調査事項 

   ・ 基本的な避難ルート上の通行止め箇所 

   ・ 通行止め箇所に対する迂回路の有無 

 

（２）調査結果 

ア  ＰＡＺ内住民の避難時に利用が想定されるルート 

ＰＡＺ内（志賀町の一部）の住民の避難に関し、基本的な避難ルート上につ

いて確認したところ、北部方向では国道 249号（別添１：１番、２番）や富来

中島線（別添１：３番）、輪島富来線（別添：８番～11番）等、南部方向では

３区間（別添１：国道 249号（12番、13番、16番）において通行止めが実施

された。これらの通行止めについては、橋梁前後の段差発生や、路肩欠損、土

砂崩落等によるものであり、要綱に定める基本的な避難ルートが一時的に通行

できない状況にあった（別添１参照）。なお、広域農道（別添１：30番）は冬

季閉鎖区間において通行止めを実施していた。 

当該の各区間について、志賀町、輪島市、穴水町、羽咋市及び宝達志水町へ

の聞き取り及び現地調査の結果、輪島富来線（別添１：８番～11番）及び穴水

町中居町以東（別添１：19 番）、国道 249 号（別添１：31 番）（細部後述）で

は迂回路が確認できなかったが、それ以外の区間については迂回路（別添２）

を確認することができた。 

 

イ ＵＰＺ内住民の一時移転時等に利用が想定されるルート 

ＵＰＺ内（志賀町の一部、輪島市の一部、穴水町の一部、七尾市、羽咋市、

宝達志水町の一部、中能登町及びかほく市の一部）の住民の避難に関し、基本

的な避難ルートについて、志賀町、輪島市、穴水町、七尾市、羽咋市、宝達志

水町及び中能登町に確認の結果、以下の４か所では迂回路が確認できなかった
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が、それ以外の区間については、各通行止め箇所の迂回路を現地で確認するこ

とができた。 

 

（ア）能登島（別添１：22 番、25 番） 

能登島と能登半島本土とは、能登島大橋とツインブリッジのとの２本の橋

梁での往来を余儀なくされる地理的環境にあるが、地震発災後から１月２日

午前 10時までの間は両方の橋梁が通行止めであった（能登島大橋（別添１：

25 番）は同時刻通行止め解除）。なお、七尾市に確認したところ、長浦小牧

線等の一部の島内道路が道路崩落による通行止め措置となっていたが、孤立

地区は発生しておらず、島内での移動経路は確保されていた。 

 

（イ）穴水町中居（別添１：19 番）  

国道 249号は、穴水町中心部から半島東側へ続いているが、穴水町中居に

おいては、道路側面の崩土により道路が塞がれ、１月５日午前９時までの間、

通行止めであった。この通行止め地点を迂回する道路については確認できな

かった。孤立地区となっていた中居については、孤立の原因となった道路に

ついて徒歩での通行は可能な状態であった。 

 

（ウ）国道 249 号（輪島市門前町浦上）（別添１：番号 31） 

国道 249号（輪島市門前町浦上）は、門前町と輪島市中心部を接続する国

道である。山間部の同国道沿いの浦上地区（知気女集落）には家屋が点々と

存在するものの、崩土等により通行止め規制区間が発生しており、迂回路も

存在していなかった。知気女集落南側区間は遅くとも１月１５日には通行止

めが解除された。 

 

（エ）輪島富来線（別添１：８番～11 番） 

県道輪島富来線は、輪島市と志賀町富来地区を接続する主要地方道である。

通行止め規制区間に家屋が点在しており、かつ山間部のため迂回路は存在し

ていなかったが、発災後、同区間において孤立は発生しなかった。 

石川県に確認したところ、１月２日には緊急車両と住民の通行が確保され、

安全が確認された１月６日からは一般車両に対する通行止めも解除してい

る。 

 

なお、原子力災害対策指針において、ＰＡＺ内については、全面緊急事態に

おいて基本的に全ての住民等が避難を実施（施設敷地緊急事態で要避難者の避

難を実施）することとされているが、ＵＰＺ内については、全面緊急事態にお

いて屋内退避をすることとされており、避難又は一時移転を行うのは、放射性

物質の放出後、空間放射線量率が原子力災害対策指針で定める基準（ＯＩＬ）
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を超える区域内の住民であることに留意する必要がある（参考１）。 

   

ウ 留意事項 

今回の調査では、物理的な迂回路の有無について調査を行った。一部の迂回

路には狭隘な箇所（別添２：17番、18番、32番等）もあったが、大型バス等

が通行可能かまでの調査は行っていない。 

また、今回の調査では、基本的な避難ルート以外の道路の状況についても調

査を行っていない。各地区の生活道路について、円滑な車両通行を妨げる障害

が存在していたとの関係自治体からの聞き取り結果もあり（別添３）、今後、志

賀地域の緊急時対応の検討を進めるに当たっては、状況の確認が必要である。 

 

 

【参考】 

１ 要綱による避難先の考え方 

要綱では、原子力災害時の避難先を市町単位で割り振る一方、「避難先として

いる市町が被災等によって避難の受け入れが困難な場合、又は災害の状況や気象

状況によって基本的避難先への避難によりがたい場合には、県及び関係市町は、

他の自治体等（県内のバックアップ市町や富山県等）と避難住民の受け入れの調

整を行う。」としている（参考２）。 

要綱では、能登半島北部（以下「北部」という。）に所在する市町も避難先とし

て割り振られているが、今般の地震の被災状況を踏まえると、北部所在の市町は

断水等のインフラ被害や物資不足、家屋倒壊の程度が大きく、加賀方面（以下「南

部」という。）所在の市町（金沢市、白山市等）と比較して、避難住民の受入れが

困難であったと考えられる。よって、ＰＡＺ内、ＵＰＺ内の住民が南部方面へ避

難することも想定される。 

 

２ ＰＡＺ、ＵＰＺ内の住民の南部への避難 

今回の調査結果を踏まえると、ＰＡＺ内の住民が南部へ向かうための基本的な

避難ルートは、迂回路の併用などにより物理的には通行可能であったと考えられ

る。また、ＵＰＺについても（２）イ（ア）～（エ）の区間を除き、同様に発災

時に通行可能であったと考えられる。なお、各箇所の状況は次のとおり。 

（ア）能登島（別添１：22 番、25 番）： 

１月２日午前 10時に能登島大橋の通行止めが解除されている。 

（イ）穴水町中居町以東（別添１：19 番）： 

１月５日午前９時に通行止めが解除されている。 

（ウ）国道 249 号（輪島門前町浦上）（別添１：31 番）： 

通行止め継続中（３月末時点）であるが、浦上地区知気女集落の住民が南

側に避難するための区間は１月 15日までに解除されている。 
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（エ）輪島富来線（別添１：８番～11 番）： 

１月２日（時間不明）時点で緊急車両は通行可能。通行止め区間以北の住

民が南部への避難を行う場合、輪島方向へいったん北上した上で広域での迂

回は可能。 

 

（３）志賀地域の検討事項 

今回の調査結果を踏まえた作業部会での検討事項は以下のとおり。 

・ 各地区の今回の地震における被災状況（基本的な避難ルート、生活道路等）

を踏まえた避難ルート（海路、空路を含む）、避難手段及び交通誘導体制の

検討 
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２ 孤立地区の状況 

道路・海路寸断により石川県内のＵＰＺにおいて孤立(※)地区が発生した（別添

４）。 

※「孤立」とは(石川県災害対策本部会議資料より抜粋) 

中山間部、沿岸地域、島嶼部などの地区において、以下の要因等により、道路交

通及び海上交通による外部からのアクセス(四輪自動車で通行かどうかを目安)が

途絶し、人の移動、物資の流通が困難もしくは不可能となる状態。 

・地震、風水害に伴う土砂災害等による道路構造物の損傷、道路への土砂堆積 

 ・地震動に伴う液状化による道路構造物の損傷 

 ・津波による浸水、道路構造物の損傷、流出物の堆積 

 ・地震または津波による船舶の停泊施設の被災 

 

（１）調査事項 

・ 孤立の原因 

・ 孤立解消方法 

・ 自宅以外の退避場所 

 

（２）調査結果（別添５、別添６） 

ア 孤立の原因 

    道路交通によるアクセスが途絶した主な原因は、法面崩落による道路への土

砂堆積、落石、倒木、道路損壊、橋梁部の段差だった。 

    また、海上交通によるアクセスが途絶した原因は、海岸部の隆起だった。 

    総じて今般の被災は山間部での孤立がほとんど（全 14 地区のうち 11 地区）

であり、また山間部の地区は主に法面崩落による土砂堆積で道路が寸断されて

孤立に至っている。 

 

イ 孤立解消方法 

道路啓開によって孤立が解消した地区がほとんどであったが、一部ではヘリ

コプターによる避難で孤立が解消した地区（輪島市門前町諸岡地区）もあった。 

なお、ヘリコプターによる避難にあたっては、吊り上げ救助のほか、調査・

整地した適地への着陸も行われていた。 

また、同地区においては、海岸部の隆起箇所を歩いて避難した住民もいた。 

 

ウ 自宅以外の退避場所 

    倒壊等により自宅に退避できなかった場合、住民は孤立が解消するまで以下

の場所に退避していたことを地元自治体や住民への聞き取りにより確認した。 

・ 集会所、寺院、ビニールハウス、個人宅 
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（３）志賀地域の検討事項 

今回の調査結果を踏まえた作業部会での検討事項は以下のとおり。 

・ 孤立する可能性が高い地区における、当該孤立の解消方法及び屋内退避の

実施に関する検討 
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３ 放射線防護施設の損傷状況 

発災当初における志賀地域の放射線防護施設 21施設のうち、石川県内の 20施設

について、地元自治体からの聞き取りを行うとともに、一部の施設については現地

で確認した。 

 

（１）調査項目 

次の２項目について地震発生時の状況を調査した。 

・ 防護区画内の立入の可否 

・ 防護区画内の陽圧の可否 

 

（２）調査結果（別添７） 

  ア 防護区画内の立入の可否 

    志賀町の「志賀町立富来小学校」は建物自体の危険性（倒壊のおそれあり）

により防護区画内への立入を禁止している。また「町立富来病院」は、スプリ

ンクラー作動による防護区画内外の浸水及び同区画内の柱損傷により、病院の

判断で防護区画内への立入禁止措置中。「特別養護老人ホームはまなす園」で

はスプリンクラー作動による防護区画内外の浸水により、同区画内の入居者が

施設内の他の場所に移動した。 

 

  イ 防護区画内の陽圧の可否 

    「特別養護老人ホームはまなす園」は、スプリンクラー作動による陽圧化装

置操作盤への散水により、陽圧不可となった。また「志賀町総合武道館」は、

防護区画２区画のうち、１区画が給気ファン故障により陽圧不可となった。も

う１区画は陽圧装置の起動はできるものの、実際に陽圧できているか未確認で

あった。 

 

  ウ まとめ 

別添７に記載の防護区画への立入の可否及び陽圧の可否の状況を踏まえる

と、現時点で放射線防護施設としての活用が不可の施設は３施設、また、活用

ができない可能性がある施設が３施設（うち１施設は防護区画２区画のうち１

区画は活用不可）である。 

また、他施設についても陽圧の可否未確認である施設があることから、今後

関係自治体を通じて確認を行う。 

 

（３）志賀地域の検討事項 

今回の調査結果を踏まえた作業部会での検討事項は以下のとおり。 

   ・ 現時点でのＰＡＺ内における避難により健康リスクが高まる者の把握 

   ・ 上記を踏まえた放射線防護施設の整備方針の検討 



志賀原子力発電所

５ｋｍ

３０ｋｍ

12

4

13

2
1

15

5 3

14

18

21

17

20

28

26

29

19

16

6 22

30

23

24

別添１

31

27

七尾IC

七尾城山
IC

灘浦IC

氷見北IC

氷見IC

のと三井
IC

のと里山
空港IC

穴水IC

越の原
IC

横田IC

徳田大津
IC

田鶴浜
IC

西山
IC

上棚矢駄
IC

柳田IC

千里浜
IC

ＵＰＺ内の道路通行止め箇所（石川県）
凡例

通行止め箇所

基本的避難ルート
（一般自動車道）

7

32

迂回路なし区間
（未解除）

1/31解除
2/22解除

冬
季
閉
鎖

1/2解除

迂回路なし区間
（解除済）

1/5解除

1/15解除

8

10
9
11

25

能登島

輪島富来線
１月２日
緊急車両と地区内住民は
通行可

穴水町中居町以東

国道249号
門前町浦上

11

基本的避難ルート
（自動車専用道※）

※発災時、重点区域内の
全区間で通行止めを実施

1/6解除

2/22解除



番号 市町村 路線種別 路線名 区間・箇所 被災状況
通行止め期間

迂回路
有

規制開始 規制解除

１ 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町富来七海
法面崩壊
橋梁段差

1月1日 1月12日 17:00 〇

2 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町富来領家町 橋梁段差 1月1日 1月2日 17:30 〇

3 志賀町 主要地方道 富来中島線 志賀町領家町～地頭 土砂崩壊 1月1日 1月12日 17:00 〇

4 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町相神 橋梁段差 1月2日 1月6日 18:00 〇

5 志賀町 主要地方道 深谷中浜線 志賀町西海風戸 土砂崩壊 1月7日 1月1０日 16:30 〇

6 志賀町 主要地方道 富来中島線 志賀町広地 倒木 1月9日 1月1０日 16:30 〇

7 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町給分～深谷 土砂崩壊 1月1日 2月10日 15:00 〇

8 志賀町 主要地方道 輪島富来線 志賀町楚和 落石 1月1日 1月6日※１ 18:00 ×

9 志賀町 主要地方道 輪島富来線 志賀町切留 法面崩壊 1月2日 2月22日※１ 13:00 ×

10 志賀町 主要地方道 輪島富来線 志賀町鵜野屋 土砂崩壊 1月10日 2月22日※１ 13:00 ×

11 穴水町 主要地方道 輪島富来線 穴水町越渡 土砂崩壊 1月12日 1月31日※１ 17:00 ×

12 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町末吉 橋梁段差 1月1日 1月2日 17:00 〇

13 志賀町 一般国道 ２４９号 志賀町清水今江 橋梁段差 1月1日 1月3日 15:30 〇

14 志賀町 主要地方道 田鶴浜堀松線 志賀町火打谷～北吉田 道路陥没 1月1日 1月5日 19:00 〇

15 志賀町 主要地方道 田鶴浜堀松線 志賀町徳田 路面段差 1月1日 1月2日 16:30 〇

16 羽咋市 一般国道 ２４９号 羽咋市柴垣町 路肩欠壊 1月1日 1月2日 15:00 〇

17 七尾市 一般国道 ２４９号 七尾市中島町小牧
路面亀裂
橋梁段差

1月2日 1月21日 5:50 〇

18 七尾市 一般国道 ２４９号 七尾市中島町外 路面亀裂 1月2日 1月2日 9:00 〇

1９ 穴水町 一般国道 ２４９号 穴水町中居町 斜面崩壊 1月2日 1月5日 9:00 ×

20 七尾市 一般国道 ２４９号 七尾市中島町中島 路面陥没 1月2日 1月2日 21:00 〇

21 七尾市 一般国道 ２４９号 七尾市中島町笠師～塩津 斜面崩壊
1月2日
1月4日

1月2日
1月11日

9:00
6:00

〇

22 七尾市 広域農道 中能登農道橋 七尾市能登島通町 支承損傷等 1月1日 未※２ - ×

23 七尾市 市道 市道長崎150号 七尾市能登島半浦町 道路崩落 1月1日 未※２ - 〇

24 七尾市 広域農道 農道長崎17号、18号 七尾市能登島長崎町 道路崩落 1月1日 未※２ - 〇

25 七尾市 主要地方道 七尾能登島公園線 七尾市石崎町（能登島大橋） 段差発生 1月1日 1月2日 10:00 ×

26 七尾市 主要地方道 和倉和倉停車場線 七尾市石崎町 路面亀裂 1月2日 1月3日 7:30 〇

27 七尾市 一般国道 ２４９号 七尾市直津町～高田町 路面段差等 1月1日 1月21日 9:00 〇

28 七尾市 主要地方道 七尾羽咋線

七尾市小丸山市 橋梁段差 1月1日 1月5日 15:30 〇

七尾市小島町 電柱倒壊の恐れ 1月6日 1月７日 11:30 〇

29 羽咋市 一般国道 ４１５号 羽咋市宇土野町 橋梁段差 1月1日 1月2日 15:00 〇

30 羽咋市 広域農道 広域農道 羽咋地区 羽咋市・宝達志水町・かほく市 冬季閉鎖 - - - 〇

31 輪島市 一般国道 ２４９号 輪島市門前町浦上 崩土 1月2日 1月15日 17:00 ×

32 七尾市 一般国道 １６０号 七尾市東浜 段差発生 1月1日 1月２日 13:00 〇

※１ 1月2日に緊急車両と地区内住民は通行可
※２ 未解除箇所：3月1日時点

自動車専用道

一般国道 能越自動車道

のと三井IC～のと里山空港IC 1月1日
(下)1月18日

⇒（上）２月２日
⇒（上下）２月27日

7:00
13:00
13:00

のと里山空港IC～穴水IC 1月1日 (上)2月2日 13:00

七尾IC～七尾城山IC 1月1日 （上下）1月10日 10:00

七尾城山IC～高岡IC 1月1日
（上）1月3日（緊）
⇒（上下）1月5日

13:00
11:00

一般県道 のと里山海道

越の原IC～穴水IC 1月1日 （上）3月１５日 13:00

横田IC～越の原IC 1月1日 （上）2月１５日（緊） 7:00

徳田大津IC～横田IC 1月1日 （上）1月18日（緊） 7:00

上棚矢駄IC～徳田大津IC 1月1日 1月5日（上は緊のみ） 14:00

柳田IC～上棚矢駄IC 1月1日 （上下）1月4日（上は緊のみ） 6:00

千鳥台～柳田IC 1月1日 1月2日 11:00

ＵＰＺ内の道路通行止め箇所（石川県） 別添１

上：北向き、下：南向き、緊：緊急車両等
12



別添２

１ 志賀町富来七海（補修後）
２ 志賀町富来領家

写真②

写真③

写真①

避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

32

1

３ 志賀町領家～地頭

13



避難ルート上の被災箇所を迂回する事例 別添２

4

5

４  志賀町相神

写真① 写真②

５  志賀町西海風戸

写真③

写真④
14



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

6

６  志賀町広地

15



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

7

７  志賀町給分～深谷

通行止め区間に住居ナシ

16



12

13

写真①

写真②

写真③

避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

１３  志賀町清水今江

１２  志賀町末吉

別添２

17



別添２

15

14

１４ 田鶴浜堀松線 北吉田

避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

１５  田鶴浜堀松線  徳田

写真①

写真②

写真③

写真④
18



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

写真②

写真③

１６ 国道249号羽咋市柴垣16
写真①

19



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

17

18

１７  七尾市中島町小牧

１８ 七尾市中島町外

写真③

写真④

写真①

写真②

20



避難ルート上の被災箇所を迂回する事例 別添２

２０ 七尾市中島町中島

20

写真①

写真②

21



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

21

２１  七尾市中島町笠師～塩津

写真①

写真②

写真③

写真④

22



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

26

２６  七尾市 石崎町
27

２７  七尾市 直津町～高田町

写真①

23



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

２８  七尾市小島町
写真①

写真②

28

24



別添２

29

２９  国道415号 羽咋市宇土野町

避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

写真①

写真②

25



別添２避難ルート上の被災箇所を迂回する事例

３２  七尾市東浜
32

写真①

写真②

写真③

26



生活道路の被災状況の例 別添３

七尾市南ヶ丘町

穴水町緑ヶ丘 穴水町由比ヶ丘

志賀町富来

27



志賀原子力発電所

５ｋｍ

３０ｋｍ

輪島市

穴水町

能登町

志賀町

七尾市

中能登町

羽咋市
氷見市

宝達志水町

３輪島市諸岡地区

１輪島市浦上地区

２輪島市本郷地区

７輪島市仁岸地区

６輪島市山是清地区

５輪島市上河内地区

４輪島市小石地区

１4七尾市中島町河内地区

１１穴水町丸山地区
１２穴水町上唐川地区

８穴水町麦ケ浦地区

１０穴水町中居地区

９穴水町北七海地区

別添４孤立地区の位置図

１3穴水町鹿波地区

28



別添５

※1 孤立の原因は、土砂崩れによる道路への土砂堆積、落石、倒木、道路損壊、橋梁部の段差
  等による道路寸断、沿岸部隆起による港への海路寸断である。

※2 本調査では、石川県災害対策本部資料に掲載されていた地区（比較的短期間で孤立が解消
した地区を含む）を対象とした。

 また、孤立人数は地元自治体の聞き取りにより重点区域内の人数を計上した。

重点区域内の孤立地区一覧

29

番号 地区
孤立人数
(最大)

孤立解消日 解消方法

１ 輪島市浦上 1人 1月16日自力で避難

2 輪島市本郷 3人 1月12日自力で避難

3 輪島市諸岡 61人 1月13日
ヘリ避難(吊り上げ又は整地後の適地に着
陸して救助)。
一部の者は海岸線隆起箇所を徒歩移動。

４ 輪島市小石 8人 1月12日道路啓開

5 輪島市上河内 7人 1月12日道路啓開

6 輪島市山是清 26人 1月12日道路啓開

7 輪島市仁岸 7人 1月13日道路啓開

8 穴水町麦ケ浦 20人 1月9日道路啓開

9 穴水町北七海 1人 1月5日道路啓開

10 穴水町中居 不明 1月5日道路啓開

11 穴水町丸山 10人 1月3日道路啓開

12 穴水町上唐川 不明 1月5日道路啓開

13 穴水町鹿波 不明 1月5日道路啓開

14 七尾市中島町河内 10人 1月5日
国交省協力により、寸断箇所を徒歩通行可
能な幅まで啓開後、徒歩移動。
寸断箇所の先からは車両避難。



孤立エリア

孤立地区の例（輪島市門前町本郷地区） 別添６

状況：山間部に位置し集落内でのヘリ着陸は困難
孤立解消までの自宅以外の退避場所：寺院

集落内の住居と道路(林道)

道路の被害状況

地 域    ：輪島市門前町本郷地区
孤立解消日：1月12日
孤 立 原 因 ：法面崩壊による道路寸断
孤 立 人 数 ：３名
解 消 方 法 ：自力で避難

寺院(避難所として開設)

寺院

30



孤立地区の例（輪島市門前町諸岡地区）

状況：ヘリコプターによる避難を実施。
港はあるが付近の海岸が隆起(徒歩避難可)
しており、船舶での避難は困難。

孤立解消までの自宅以外の退避場所：集会所

ヘリ着陸地(遊休農地を整地)

海岸(一部住民は隆起箇所を徒歩避難)

孤立エリア

地 域    ：輪島市門前町諸岡地区
孤立解消日：1月13日
孤 立 原 因 ：法面崩壊による道路寸断
孤 立 人 数 ：61名
解 消 方 法 ：徒歩(海岸の隆起箇所)、ヘリ

ヘリ着陸地

別添６

道路の被害状況(啓開済)

集会所

31



孤立エリア

孤立地区の例（輪島市門前町山是清地区）

状況：山間部に位置しているが、ヘリ着陸の可能
性がある開けた土地あり。

孤立解消までの自宅以外の退避場所：ビニールハウス

道路の被害状況(啓開済)

地 域  ：輪島市門前町山是清地区
孤立解消日：1月12日
孤 立 原 因 ：法面崩壊による道路寸断
孤 立 人 数 ：26名
解 消 方 法 ：道路啓開

集落内の倒壊住居と
退避時に使用されたビニールハウス

集落内の開けた土地

別添６

ビニールハウス
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状況：集落から避難ルートまでの唯一の道路が損壊
孤立解消までの自宅以外の退避場所：個人宅

地 域    ：穴水町麦ケ浦地区
孤立解消日：1月9日
孤 立 原 因 ：道路損壊
孤 立 人 数 ：20名
解 消 方 法 ：道路啓開

孤立地区の例（穴水町麦ケ浦地区）

道路の被害状況（啓開済）

孤立エリア

別添６
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孤立地区の例（七尾市中島町河内地区）
地 域  ：七尾市中島町河内区

孤立解消日：1月5日
孤 立 原 因 ：法面崩落による道路寸断
孤 立 人 数 ：約10名
解 消 方 法 ：道路啓開

孤立エリア

状況：集落から避難ルートまでの唯一の道路にお
いて、法面崩落。１月５日に部分的な啓開
により徒歩避難。

孤立解消までの自宅以外の退避場所：不明

集落内の住居

道路の被害状況(啓開済)

別添６

34



35 
 

石川県内の放射線防護施設の状況 

市町 施設名 
重点

区域 
防護区画への 

立入の可否 
陽圧の可否 備 考 

志賀町
し か ま ち

 

特別養護老人ホーム 

はまなす園 
PAZ 

不可 

（スプリンクラー

作動による浸水） 

起動不可 

（操作盤への水

飛散） 

放射線防護施設として活用不可 

町立富来
と ぎ

病院 UPZ 

不可 

（スプリンクラー

作動による浸水、

柱損傷） 

可 放射線防護施設として活用不可 

志賀町立富来
と ぎ

小学校 UPZ 

不可 

（「倒壊のおそれ

あり」と判定） 

可 

放射線防護施設として活用不可 

上記判定後、1月 30 日に避難所

閉鎖 

志賀町総合武道館 PAZ 

防護区画外である

武道場の一部損傷

により、防護区画

内も含めて 1 月 2

日に避難所閉鎖 

２区画のうち１

区画起動不可

（給気ファン故

障）、１区画は

陽圧の可否を確

認未実施 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

旧福浦
ふくら

小学校 PAZ 可 

確認未実施 

(起動できる

が、差圧検知さ

れず。) 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

志賀町文化ホール UPZ 可 

点検未実施 

（防護区画内に

クラック、雨漏

り） 

避難所として使用中 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

下甘田防災センター UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

志賀町地域交流センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

富来防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

旧土田小学校 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

稗造防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

西浦防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

七尾市 

公立能登総合病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

七尾市中島地区コミュニ

ティセンター豊川分館 
UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

輪島市 剱 地
つるぎじ

交流センター UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

羽咋
はくい

市 

公立羽咋病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

邑
おう

知
ち

中学校 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

宝
ほう

達
だつ

志水
しみず

町
ちょう

 
町民センター 

「アステラス」 
UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

中能登町
なかのとまち

 
生涯学習センター 

「ラピア鹿島」 
UPZ 可 可 

放射線防護施設として活用可 

防護区画以外の一部損傷により

避難所として使用せず 

穴 水 町
あなみずまち

 公立穴水病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

※ 建物構造は全てRC造 

別添７ 



（※4） 事態の規模、時間的な推移や現地の状況に応じてUPZ内においても段階的に避難等の予防的防護措置を実施する
  場合あり。

PAZ内
～概ね5km

UPZ内
概ね5km～

30km
（※4）

施設敷地緊急事態
EAL（SE）

例）全交流電源喪失が
30分以上継続

警戒事態
EAL（AL）

例）全交流電源喪失

全面緊急事態
EAL（GE）

例）炉心冷却機能喪失

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
避難準備開始、避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者の屋内退避準備
開始

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
 避難開始、避難の実施により健康ﾘ
ｽｸが高まる者の屋内退避開始

住民の避難準備開始

安定ﾖｳ素剤の服用準備

住民の避難開始

安定ﾖｳ素剤の服用

屋内退避の準備 屋内退避

原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ：EAL （※1））

 緊急事態の初期対応段階においては、放射性物質の放出前から、必要に応じた防護措置を講じる
こととしている。

 具体的には、原子力施設の状況に応じて、緊急事態を3つに区分。

UPZ外
概ね30km～

（※5）

（※2）
（※2） （※2）

（※3） 「施設敷地緊急事態要避難者」とは、PAZ内の住民等であって、施設敷地緊急事態の段階で避難等の予防的防護措
置を実施すべき者として次に掲げる者をいう。
イ 要配慮者（災害対策基本法第8条第2項第15号に規定する要配慮者をいう。）（ロ又はハに該当する者を除
く。）のうち、避難の実施に通常以上の時間がかかるもの

ロ 妊婦、授乳婦、乳幼児及び乳幼児とともに避難する必要のある者
ハ 安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者

（※1） EAL（Emergency Action Level)：緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ
  原子力施設の状況に応じて、避難や屋内退避等の防護措置を実施するための判断基準

（※2） （AL）＝Alert （SE）＝Site area Emergency （GE）＝General Emergency

（※5） UPZ内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある。このため、全面緊急事態で、必要に応じて
  住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わなければならない。 36
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UPZ内
概ね5km～

30km

原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ：OIL （※））

数日内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

1日内を目途に区域を特定

対象地域の住民を、1週間程度
内に一時移転

数時間内を目途に区域を特定

1週間程度内を目途に飲食物中
の放射性核種濃度の測定と分析
を実施

対象地域の生産物の摂取を制限避難（移動が困難な者の一時屋
内退避を含む）の実施

基準を超えるものにつき摂取制
限を迅速に実施避難等される住民等を対象に避難退域時

検査を実施して、基準を超える際は簡易
除染【OIL4】

UPZ外
概ね30km～

 放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる
限り低減する観点から、数時間から1日内に住民等について避難等の緊急防護措置を講じる。

 また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避する
観点から、1週間程度内に一時移転等の早期防護措置を講じる。

UPZ内と同じ
（※）OIL( Operational Intervention Level)：運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ

放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施するための判断基準

緊急防護措置
500μ㏜/h超過

早期防護措置
20μ㏜/h超過

飲食物摂取制限
［飲食物に係るｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準］
0.5μ㏜/h超過

【OIL1】 【OIL2】 【OIL6】

37
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